会議の概要
委員の主な意見
①咲洲庁舎（建物構造）の安全性について
（委員作成のメモに基づく説明）
· 東北大震災では、咲洲庁舎の固有周期である６．５秒周期の成分は多く出ていなかっ
たにも関わらず、大きな揺れが生じたのは、地盤と建物の固有周期が一致して共振したため。
問題点としては、元設計は長周期域の地盤卓越周期に対する配慮が不足していたこと、地盤の増幅率が一般的な計算である４倍程度に対して観測データでは６～８倍と大きいこと、実際の建物の減衰は１％程度で、元設計と比較して小さいなど、元設計段階での長周期地震動への対応が過少評価になっている可能性がある。こうした問題点に対して抜本的な対応を図るためには相応の検討時間が必要。

また、南海トラフでの巨大地震の発生を考えた場合、マグニチュードの大きさより、６．５秒周期の成分がどれだけ含まれるかで地震応答が大きく変わる。東北の震源域からの距離が南海トラフの１／５であることから、単純に考えると、揺れは５倍程度増幅されるとしても良いと思うが、すべて倍・半分の話であり、１０倍の増幅もあり得る。

そこで、具体的な耐震改修の手法として、ダンパーによる制振が提案されているが、地盤との共振があるため、地震応答の低減効果は３０％程度であり、本来の設計目標をクリアしていると言えるか疑問。今回の地震のように曲げ変形が卓越している場合には制振の効果はあまり望めないが、あくまでも現在、咲洲庁舎で勤務している職員の安全確保のための暫定的なものと考えるべき。
補強後も片側３ｍだとすれば、咲洲で勤務している職員が３／１１に経験した揺れの２．５倍となる。そんな揺れを受けたときの精神的な影響を考えれば、そのまま庁舎で仕事をする気持ちになれるかどうか。抜本的な対策としては、固有周期を変えるため、減築により達磨落とし的に高さを低くするとか、途中階に免震層を設けることなどが考えられる。減築については技術的に確立されつつあるが、面積の減少が問題となる。中間免震については、資料で１３０億円の費用が見込まれているが、その大部分がエレベーターの増設費用。エレベータについては消防法上の取り扱いの軽減が図られれば、ダンパーによる制振と大きなコストの違いは生じないのではないか。また、ヘリポートなどにＴＭＤ、ＡＭＤと呼ばれる「振り子」型ダンパーを設置することにより地震応答の低減効果が上がる可能性もある。
以上が専門家としての意見。以下は感想。
・庁舎の建築・改修コスト云々以前に、庁舎として求められる建物性能を先に定めることが重要であり、今後の改修費も庁舎購入費８５億を初期投資とすれば高額だが、元々の建設費１千億円余りをベースにすれば数パーセントであり、決して高くない。

・阪神淡路大震災以前に設計されているため、施工の面でも大きな揺れを想定・認識できていない可能性があり、現場溶接部の信頼性も気になる。

・地震発生後の被害確認には相応の時間が必要であり、ライフラインの途絶や居住者の精神的影響、長く続く余震などを考慮すれば、再使用のための大量の人員や資材の投入が必要となることから、継続使用の判断は難しいのではないか。

・咲洲庁舎が使用できない場合は、西日本の中心的な庁舎として四国・和歌山など他府県の人にも迷惑がかかるのではないか。

・南海トラフ地震の発生を当面の脅威と考えれば、咲洲庁舎がデュアルの一方として適正があると言い切れるか。まだ議論が尽くされていないと感じる。

・そもそも、阪神大震災から１６年の間に大手前本庁舎の耐震補強が行われてこなかったこと自体が問題ではないか。　

・通常、庁舎の整備においては重要度係数１．５を掛けるため、解析の入力は１．５倍に、クライテリアは１．５分の１とみるもの。変形角のクライテリアを１／１００ではなく１／７０としているの一般的には許容しにくい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　 ○　庁舎の安全性についてはハードの課題が中心となるが、防災は庁舎の運用などのソフトの課題も多く含まれる。この両者は相互にリンクする裏表の関係であり、ソフトをしっかり検討するためには、大前提として建物ハードの安全性がしっかり確保されていることが重要。　また、庁舎は常時、公に利用される建物であり、その安全性の確保については時間をかけてしっかり検証・検討されなければならない。　

　　　○　超高層建物が地盤と共振することは非常に珍しい事例。さらに揺れの減衰が小さいということは、入力特性に敏感ということ。作られる地震動にはバラツキがあり、そうしたバラツキを踏まえた上で、しっかりチェックする必要がある。
　　　　　 設計のクライテリアについては、予め地震が発生した後、庁舎としてどのように使っていくのかを考えて想定する必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　

·  常に最悪のシナリオを想定すべきで、「疑わしいときには平均値を使って・・」という従来的な考え方では、巨大災害のリスクを看過してしまい、非常に危険。

　②液状化等について
　　 ○　液状化ハザードの状況については、資料のとおり、咲洲庁舎周辺の地盤の強弱を広域的に示されているが、庁舎付近には砂や浚渫土など、比較的粘度の低い地盤がピンポイント的にあるため、そうした場所については再度しっかりチェックすべき。

○　 津波や高潮についても、建物に対する潮位や津波高はチェックされているが、その周辺への影響については見落としがちな問題。咲洲庁舎のピンポイントの安全性の問題と、庁舎周辺地域の安全性の問題を抱き合わせて検討していく必要がある。

③防災拠点・デュアル論など

· 　大手前と咲洲のデュアル化、両庁舎とも使えない場合は八尾防災拠点など、防災拠点の運用が想定されているが、当面の地震災害について、南海トラフを念頭において考えれば、咲洲より大手前の庁舎の方が防災対策を行う上で有利。対策のプライオリテイを南海トラフに据えて、ハード・ソフトの両面を充実させるべき。
　　　　⇒本館は平成２７年度までに耐震化が必要であり、早急に整備レベルを定め、９

　月府議会で予算を提案したい。咲洲庁舎については、まだ検討を深めなけれ

ばならず、今後の新たな知見や技術開発が必要な面もあり、委員のご指導もお願いしたい。しかし、職員・来庁者の安全確保は重要なので、緊急にやるべきことと長期的に取り組むことを切り分け、順次対策を講じたい。（事務局）

○　　咲洲庁舎に２０００名の職員が勤務しており、直ちに一定の対策を図るべきことは間違いないが、抜本的な対策策についても時間をかけて後悔のないように取り組むべき。
　　　拠点のデュアル化は、財源等の問題がなければ効果的であり、実現できるなら理想的な対応。府が政策判断して実現できるなら、専門家会議としては言うことはない。人員・財源の資源を現実にどれだけ投入できるのかが問題。　　　　　
④今後の対応について

· 　専門家会議は今回に終了するが、今後６か月後ぐらいを目処に、府として行った対応を我々に報告して、意見を聞く機会を設けてもらいたい　　　　　　

　　　　⇒事務局としてもお願いしたい。今後とも、会議の形にこだわらずご指導を仰ぎたい。　　（事務局）

　　　　　　　


　　　　
この記録は、大手前・森之宮まちづくり課・危機管理室において作成しました。
